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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第100期
第３四半期
連結累計期間

第101期
第３四半期
連結累計期間

第100期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 8,550 9,492 11,806

経常利益 (百万円) 215 19 242

四半期(当期)純利益 (百万円) 226 177 351

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 107 △145 216

純資産額 (百万円) 7,831 7,769 8,012

総資産額 (百万円) 15,822 15,696 16,229

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 9.24 7.24 14.35

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 9.20 7.20 14.29

自己資本比率 (％) 47.9 48.0 47.4

　

回次
第100期
第３四半期
連結会計期間

第101期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.15 5.10

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第100期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書の提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

　

（１）経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災後の復興需要により概ね持ち直しの

動きが見られる一方で、タイ洪水の影響により自動車、電子部品産業の生産活動が一時停滞したことや、

長引く円高による輸出関連の低迷、さらには欧州経済危機や中国の経済成長率の鈍化による景気低迷の

影響もあり、収益環境は厳しい状況の中で推移しました。

　このような中、当社グループの業績は、震災・タイ洪水及び円高の影響等を受けたものの、主力商品の受

注が回復し、海外向けを中心に好調に推移したことや、海外事業の拡大・強化により、売上高は前年同四

半期比11.0％増の94億９千２百万円となりました。

　売上高の内訳におきましては、主要事業である粉末冶金事業では、ブレーカー・低圧開閉器用の接点製

品等が復興需要もあり好調に推移しました。また、ＮＴダイカッターの売上高は、海外向けが好調で大き

く伸長しました。一方で、ハードディスクドライブ用磁気ヘッド基板の売上高は、円高の影響や、タイ洪水

の影響に伴うメーカーの一時減産もあり減少しました。また、その他では、産業用機器及び装置の売上高

が、海外での受注増により増加しました。

　損益面におきましては、長引く円高や原材料価格高騰の影響、さらには中国事業展開に伴う一時費用の

増加及び生産立ち上げの遅れ等により、営業損益は前年同四半期の１億８千２百万円の営業利益から９

千５百万円の営業損失となり、経常利益は前年同四半期比90.9％減の１千９百万円となりました。また、

四半期純利益は、繰延税金負債の取り崩し及び少数株主損益等により、前年同四半期比21.5％減の１億７

千７百万円となりました。
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（２）財政状態の分析

　①　流動資産

当第３四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、前連結会計年度末と比較して１億７百万円減少

の86億４千５百万円となりました。これは主に、現金及び預金が１億６千５百万円減少したことによる

ものであります。

②　固定資産

当第３四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、前連結会計年度末と比較して４億２千５百万円

減少の70億５千万円となりました。これは主に、有形固定資産及び賃貸不動産が減価償却費等により減

少したほか、投資有価証券が株価の下落を受け３億２千万円減少したことによるものであります。

③　流動負債

当第３四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、前連結会計年度末と比較して１千４百万円減少

の49億９千１百万円となりました。これは主に、仕入債務等が増加したものの短期借入金及び賞与引当

金が減少したことによるものであります。

④　固定負債

当第３四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、前連結会計年度末と比較して２億７千５百万円

減少の29億３千６百万円となりました。これは主に、株価下落の影響等により繰延税金負債が２億３千

７百万円減少したことによるものであります。

⑤　純資産

当第３四半期連結会計期間末の純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して２億４千２百万円減

少の77億６千９百万円となりました。これは主に、その他有価証券評価差額金が１億５千４百万円、少

数株主持分が９千１百万円減少したことによるものであります。

　
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

　
①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念を尊重し、当社の企

業価値の源泉やステークホルダーとの信頼関係を壊すことなく、中長期的な視点で当社の企業価値ひ

いては株主の皆様の共同の利益の確保又は向上を真摯に目指す者でなければならないと考えていま

す。

　もとより当社は、上場会社である当社の株式は、資本市場において自由に取引されるべきものであり、

当社株式の大量の買付行為につきましても原則としてこれを否定するものではなく、当社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者は、最終的には株主の皆様の自由な意思に基づいて決定されるべきも

のと考えております。

　しかしながら、近時のわが国資本市場においては、買付行為の内容を判断するに足る必要な情報を提

供することなく、また対象会社の経営陣や株主との十分な協議や合意の形成を経ることなく、一方的に

株式の大量の買付行為を強行するといった動きが顕在化しております。

　このような大量の買付行為の中には、十分な情報が提供されないまま、株主に株式の売却を事実上強

要する恐れのあるものや、取締役会が当該買付行為の内容の検討や代替案の提案等を行うための十分
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な時間を与えないもの、真摯に会社の経営を行う意思に乏しいものなど、対象会社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益を著しく損なう買付行為もないとはいえません。

　当社としましては、当社の企業価値の源泉は、①材料技術と加工技術を融合した高度な粉末冶金技術、

②熟練した技術を有する従業員の存在、③重要な取引先、顧客、地域社会等のステークホルダーとの間

で長年に亘って構築された緊密な信頼関係、④現経営者と従業員との密接な信頼関係にあると考えて

おります。

　当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保又は向上させるためには、かかる当社の企業

価値の源泉に対する理解が必要不可欠ですが、当社株式の大量の買付行為を行う者が、当社の企業価値

の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、長年築きあげてきた技術、ノウハウなどの無形の経営資

源と市場とを有機的に結合させ企業価値の増大を図る経営をするのでなければ、当社の企業価値ひい

ては株主の皆様の共同の利益に反することとなると考えます。

　したがって、当社は上記のような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反する大量の買

付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

　
②当社の基本方針の実現に資する特別な取組み

ア．企業価値向上のための取組み

当社は1931年の創業以来、タングステン、モリブデン等のレアメタル及びファインセラミックス等

を用い、高付加価値商品を幅広い産業分野に提供しております。照明用タングステン線・棒から事業

を開始し、これまでにタングステン合金電気接点、超硬合金製品、ファインセラミックス製品等の先

進的な製品まで、材料技術をベースに超精密加工製品へと順次、事業領域を拡大してまいりました。

当社は、この材料技術と加工技術を融合した高機能商品を創造するとともに、常にお客様の視点に

立って長年に亘り誠実且つ堅実なものづくりの経営により、社会への貢献を果たしてまいりました。

　当社は、更なる高収益企業体質への転換を進めるため、継続的に中期経営計画に取組んでおり、概要

は以下のとおりであります。

a.商品事業戦略

当社グループは目指すべきビジョンとして、「グローバルなお客様や社会への貢献」を掲げ、新

技術・新商品の創出、ものづくりの強化を進め、特に中国・アジアを中心とした製造及び販売拠点

を設置し、グローバルな収益拡大を図ってまいります。また、いかなる事業環境下においても黒字

を維持するために「重点商品による収益の確保」を継続的に推進し、今後も企業価値の向上を目

指します。

b.開発戦略

半導体・自動車・照明などの既存の「基盤事業分野」に、「環境・エネルギー分野」「インフ

ラ関連分野」「先端分野」を加えた事業領域を中心に展開してまいります。特に液晶・光学機器

関連商品、サニタリー関連耐磨商品、エネルギー関連商品等は全社的な取組みで、経営資源を集中

し、成長させてまいります。

c.新商品戦略

新商品の開発に関しては、戦略組織を中心に徹底したマーケティング指向でコア技術・注力商

品について新用途・新市場の探索を行います。その中から開発テーマを選択し、新商品を開発しま

す。

d.海外展開

成長市場における販売拠点を整備し、海外における売上高を拡大させてまいります。また、中国

・タイを中心としたアジア地域の製造拠点を拡充・強化し、原価の圧縮や技術移転等を図りなが
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ら、グループの更なる収益力及び競争力の強化に努めてまいります。

　
イ．コーポレートガバナンスの充実について

当社は、法令を順守し適正な企業活動を通じて、経営の透明性、効率性を確保し、経営の監督と執行

及び監査が有効に機能した統治体制のもとで企業価値を向上させ、株主、顧客、地域社会から信頼さ

れる企業となるよう、内部監査機能の充実、コンプライアンスの徹底した取組みによる企業統治の充

実を図っております。

　当社は監査役制度を採用しており、取締役は８名(うち社外取締役１名)、監査役４名(うち社外監査

役３名)で構成されております。取締役の任期は、株主の意向をより適時に反映させることを目的と

して、１年としております。

　当社の取締役会は、法令・定款に基づき決議を要する事項のほか、重要事項に関して審議し、また、

業務執行状況においても随時報告がなされております。また、業務執行に関する基本的事項及び重要

事項に係る意思決定を機動的に行うことを目的に、常勤役員で構成する常務会を、原則として毎週開

催しております。

　常勤監査役は、取締役会をはじめ主要な会議に出席し、必要に応じ意見を述べるほか、会計監査人、

社内スタッフなどから報告を受けるとともに、子会社、関連会社への監査を行っております。社外監

査役は、財務報告における内部統制監査の整備、運用状況及び監査の状況について、常勤監査役より

適時報告を受け、意見等を行っております。また、取締役社長と意見交換を行い、業務の執行状況等に

ついて把握するほか、常勤監査役より、内部監査、監査役監査の状況や、会計監査人による監査の状況

等について、適時、報告を受け、意見及び助言を行っております。

　内部監査体制におきましては、取締役社長直属の機関として内部監査室を設置しており、会社の業

務運営が経営方針、諸規程に準拠して適正に行われているかを監査し、その結果を取締役社長に報告

しております。また、内部監査室は、監査計画を監査役に報告するとともに、その実施状況及び内容に

ついて適時報告しております。

　コンプライアンス体制におきましては、法令を順守し適正な企業活動を通じてガバナンス機能を充

実させるため、コンプライアンス担当役員を１名設置しております。

　内部統制体制におきましては、取締役社長をはじめ、経営企画部を主幹部門として、その整備、運用

を行っております。内部監査室は、社内規程に基づいて財務報告に係る内部統制の整備、運用状況の

監査を行い、監査役は、監査内容について確認しております。また、会計監査人による監査において

は、監査役は、監査方法及び結果の妥当性を確認しております。

　リスクマネジメント推進体制におきましては、当社の事業運営に影響を及ぼす恐れのある様々なリ

スクへの適切な対応を行い、経営基盤の安定化を図るため、リスクマネジメント委員会を設け、リス

クの把握と評価、対応策を検討し、リスクが顕在化した場合の影響を極小化するリスクマネジメント

活動を行っております。
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③基本方針に照らして不適切な者によって当該株式会社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組み

当社は、平成23年５月11日開催の取締役会において、「当社の株券等の大規模買付行為に関する対応

方針(買収防衛策)」の更新を決定し(更新後の対応方針を、以下「本対応方針」といいます。)、その後、

平成23年６月28日開催の当社第100期定時株主総会において、本対応方針への更新をご承認いただきま

した。本対応方針への更新の目的及び本対応方針の概要は、次のとおりであります。

ア．本対応方針導入の目的

上記①記載の基本方針に基づいて、当社は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反

する大規模買付行為(下記イ.に定義されます。以下同じです。)に対しては、適切な対抗措置を迅速且

つ的確に発動することにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し又は向上

させる必要性があると認識しております。このような認識のもと、当社取締役会は、金融商品取引法

及び関連政省令の改正等の動向を注視しつつ、また、昨今の買収防衛策に関する議論の進展等を踏ま

え、大規模買付行為が行われる場合に、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反する買

付行為でないかどうかを株主の皆様が判断することや、株主の皆様のために当社取締役会が大規模

買付者と交渉を行うことを可能とするために、事前に大規模買付行為に関する必要な情報を提供す

ること、並びに、その内容の評価、検討、交渉及び意見形成、代替案立案のための期間を確保するため

の枠組みとして、以下のとおりの本対応方針への更新を行っております。

　
イ．本対応方針の概要

a.　本対応方針は、当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる

買付け若しくは当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合

及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する行為又はこ

れらに類似する行為(但し、当社取締役会が予め承認したものを除きます。このような行為を以下

「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行い又は行おうとする者を以下「大規模買付者」

といいます。)がなされ、又はなされようとする場合において、当社の企業価値ひいては株主の皆様

の共同の利益に反する買付行為でないかどうかを株主の皆様が判断することや、株主の皆様のた

めに当社取締役会が大規模買付者と交渉を行うことを可能とするために、事前に大規模買付行為

に関する必要な情報を提供すること、並びに、その内容の評価、検討、交渉及び意見形成、代替案立

案のための期間を確保するための手続(以下「大規模買付ルール」といいます。)を定めるもので

す。

b.　大規模買付者が大規模買付ルールに従わずに大規模買付行為を行い若しくは行おうとする場合、

又は、大規模買付者による大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を

著しく損なうものであると認められる場合には、当社は、当社取締役会決議(一定の場合には株主

総会決議)に基づき、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し又は向上させるた

めに、必要且つ相当な対抗措置(原則として、差別的行使条件及び差別的取得条項付きの新株予約

権(以下「本新株予約権」といいます。)の無償割当てを行います。)を発動することがあります。

c.　本対応方針においては、大規模買付ルールに従って一連の手続が進行されたか否か、及び、大規模

買付ルールが遵守された場合に当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し又は向

上させるために必要且つ相当と考えられる一定の対抗措置を発動するか否かについては、当社取

締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性及び公正性を担保するために、当社は、独

立委員会規程に基づき、当社取締役会から独立した機関として、独立委員会を設置することとしま

す。独立委員会の委員は、３名以上とし、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、学識
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経験者、投資銀行業務に精通している者又は他社の取締役若しくは執行役として経験のある社外

者等の中から選任されるものとします。

　独立委員会は、大規模買付者の提供する大規模買付情報に基づき、必要に応じて適宜外部専門家

等の助言を得ながら、当該大規模買付行為の具体的内容及び当該大規模買付行為が当社の企業価

値ひいては株主の皆様の共同の利益に与える影響等を評価・検討等した上で、本対応方針に従い

当社取締役会がとるべき対応について勧告を行います。当社取締役会は独立委員会の勧告を踏ま

え、これを最大限尊重しつつ、本対応方針に従って対応を決定するものとします。

④上記②の取組みが基本方針に沿うものであり、株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の

会社役員の地位の維持を目的とするものではないことに関する当社取締役会の判断及びその理由

当社は、上記②の取組みの実施を通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上さ

せ、それを当社の株式の価値に適正に反映させていくことにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様

の共同の利益を著しく損なうおそれのある大規模買付行為は困難になるものと考えられることから、

これは上記①に記載の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、ま

た、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　
⑤上記③の取組みが基本方針に沿うものであり、株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の

会社役員の地位の維持を目的とするものではないことに関する当社取締役会の判断及びその理由

本対応方針への更新は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し又は向上させる

ことを目的として、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようとする大規模買付行為に関

する必要な情報の事前の提供、及び、その内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために行わ

れたものであり、上記①に記載の基本方針に沿うものです。

　また、当社取締役会は、本対応方針は、以下の各点に照らして、株主の皆様の共同の利益を損なうもの

ではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

　
a.株主意思を重視するものであること

本対応方針への更新は、株主の皆様のご意思を確認するため、平成23年６月28日開催の当社第100

期定時株主総会における承認可決を経て行われたものであり、株主の皆様のご意思が反映されてお

ります。また①当社株主総会において本対応方針を廃止若しくは変更する旨の議案が承認された場

合、又は、②当社株主総会において選任された取締役によって構成される当社取締役会において本対

応方針を廃止若しくは変更する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止又は変

更されます。さらに、当社取締役会は、独立委員会による勧告を最大限尊重した上で、本新株予約権の

無償割当てに関する議案を当社定款第11条第１項に基づき、当社株主総会に付議することがあり、こ

れにより株主の皆様のご意思を直接確認することができることとしております。

　
b.買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(①企業価値・株主共同の利

益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則)を完全に充足

しています。また、企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた

買収防衛策の在り方」その他昨今の買収防衛策に関する議論等を踏まえた内容となっております。

さらに本対応方針は、東京証券取引所の定める買収防衛策の導入に係る諸規則等の趣旨に合致する

ものです。
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c.当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保又は向上の目的をもって更新が行われたこ

と

本対応方針への更新は、上記③ア.に記載のとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の

利益を確保し又は向上させることを目的として、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実施し

ようとする大規模買付行為に関する必要な情報の事前の提供、及び、その内容の評価・検討等に必要

な期間の確保を求めるために、行われたものです。

　
d.合理的且つ客観的な対抗措置発動要件の設定

本対応方針は、合理的且つ客観的な要件が充足されない限りは、対抗措置が発動されないように設

定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されています。

　
e.独立委員会の設置

上記③イ.c.に記載のとおり、当社は、本対応方針において、大規模買付ルールに従って一連の手続

が進行されたか否か、及び、大規模買付ルールが遵守された場合に当社の企業価値ひいては株主の皆

様の共同の利益を確保し又は向上させるために必要且つ相当と考えられる一定の対抗措置を発動す

るか否かについての取締役会の判断の合理性及び公正性を担保するため、またその他本対応方針の

合理性及び公正性を確保するために、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置する

こととしております。

　これにより、当社取締役会による恣意的な本対応方針の運用ないし対抗措置の発動を防止するため

の仕組みが確保されています。

　
f.デッドハンド型買収防衛策ではないこと等

本対応方針は、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会で選任された取締役で構

成された取締役会により、いつでも廃止することができるものとされております。したがいまして、

本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を

阻止できない買収防衛策)ではありません。また、当社の取締役の任期は、選任後１年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結時までとなっており、本対応方針は、取締役

会の構成員の交代を一度に行うことができないためその発動を阻止するのに時間を要する買収防衛

策でもありません。

　
（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、２億２百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,777,600 25,777,600
東京証券取引所
（市場第二部）
福岡証券取引所

単元株式数は
1,000株であります。

計 25,777,600 25,777,600― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　     該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

― 25,777 ― 2,509 ― 2,229

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿により、記載しております。

　
① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 　1,279,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　24,233,000 24,233 ―

単元未満株式 普通株式 　　265,600 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 25,777,600― ―

総株主の議決権 ― 24,233 ―

(注)  １ 証券保管振替機構名義の株式8,000株(議決権８個)は、「完全議決権株式(その他)」の普通株式に含めて記載

しております。

 ２「単元未満株式」には当社所有の自己株式682株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本タングステン株式会社

福岡市博多区美野島一丁
目２番８号

1,279,000― 1,279,0004.96

計 ― 1,279,000― 1,279,0004.96

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,476 2,311

受取手形及び売掛金 3,383 3,372

商品及び製品 443 414

仕掛品 1,149 1,391

原材料及び貯蔵品 915 824

繰延税金資産 1 0

その他 387 337

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 8,753 8,645

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,388 2,233

機械装置及び運搬具（純額） 1,083 1,178

工具、器具及び備品（純額） 69 87

土地 292 292

リース資産（純額） 3 2

建設仮勘定 120 120

有形固定資産合計 3,958 3,915

無形固定資産

のれん 45 36

リース資産 21 15

その他 6 9

無形固定資産合計 73 61

投資その他の資産

投資有価証券 1,748 1,428

賃貸不動産（純額） 1,611 1,573

その他 110 99

貸倒引当金 △27 △27

投資その他の資産合計 3,444 3,074

固定資産合計 7,476 7,050

資産合計 16,229 15,696
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,514 1,539

短期借入金 2,734 2,596

リース債務 10 10

未払法人税等 27 14

賞与引当金 290 174

役員賞与引当金 21 15

その他 407 639

流動負債合計 5,005 4,991

固定負債

長期借入金 1,441 1,453

リース債務 16 9

繰延税金負債 948 710

退職給付引当金 517 535

資産除去債務 25 25

その他 262 202

固定負債合計 3,211 2,936

負債合計 8,217 7,927

純資産の部

株主資本

資本金 2,509 2,509

資本剰余金 2,229 2,229

利益剰余金 2,990 3,069

自己株式 △279 △280

株主資本合計 7,448 7,527

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 482 327

為替換算調整勘定 △240 △318

その他の包括利益累計額合計 241 9

新株予約権 20 22

少数株主持分 301 210

純資産合計 8,012 7,769

負債純資産合計 16,229 15,696
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 8,550 9,492

売上原価 6,930 7,856

売上総利益 1,619 1,636

販売費及び一般管理費 1,437 1,731

営業利益又は営業損失（△） 182 △95

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 22 26

持分法による投資利益 28 18

不動産賃貸料 183 183

雑収入 59 112

営業外収益合計 294 341

営業外費用

支払利息 56 54

不動産賃貸原価 108 104

為替差損 61 20

雑支出 35 47

営業外費用合計 261 226

経常利益 215 19

特別利益

土地売却益 20 －

段階取得に係る差益 14 －

特別利益合計 35 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 25 －

特別損失合計 25 －

税金等調整前四半期純利益 225 19

法人税、住民税及び事業税 12 13

法人税等調整額 △18 △88

法人税等合計 △6 △75

少数株主損益調整前四半期純利益 232 94

少数株主利益又は少数株主損失（△） 6 △82

四半期純利益 226 177
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 232 94

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △41 △154

為替換算調整勘定 △81 △39

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 △47

その他の包括利益合計 △124 △240

四半期包括利益 107 △145

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 118 △54

少数株主に係る四半期包括利益 △10 △91
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【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(1)　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

 
(2)平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の

確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法

人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効

税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

　平成24年３月31日まで 40.4%

　平成24年４月１日から平成27年３月31日 37.8%

　平成27年４月１日以降 35.4%

　この税率の変更により繰延税金負債の純額が96百万円減少し、当第３四半期連結累計期間に費用計上された法人

税等調整額の金額が71百万円減少し、その他有価証券評価差額金が25百万円増加しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

　1　偶発債務

売上債権流動化に伴う受取手
形譲渡高

762百万円

　1　偶発債務

売上債権流動化に伴う受取手
形譲渡高

710百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及

びのれんの償却額は、次のとおりであります。　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

減価償却費 436百万円

のれんの償却額 4百万円

減価償却費 450百万円

のれんの償却額 7百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議
株式の
種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月11日
取締役会

普通株式 36 1.50平成22年９月30日 平成22年12月７日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議
株式の
種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月11日
取締役会

普通株式 48 ２ 平成23年３月31日 平成23年６月８日 利益剰余金

平成23年11月10日
取締役会

普通株式 48 ２ 平成23年９月30日 平成23年12月７日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計

期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

　
　当社グループは、報告セグメントが「粉末冶金」一つであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 9円24銭 7円24銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益(百万円) 226 177

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 226 177

    普通株式の期中平均株式数(千株) 24,489 24,498

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 9円20銭 7円20銭

    (算定上の基礎) 　 　

    普通株式増加数(千株) 102 131

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　第101期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当について、平成23年11月10日開催

の取締役会において、平成23年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。

　　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　48百万円

　　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　２円00銭

　　　　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成23年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２４年２月８日

日本タングステン株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    白　水　一　信　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    内　藤　真　一　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
本タングステン株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期
連結会計期間（平成２３年１０月１日から平成２３年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平
成２３年４月１日から平成２３年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借
対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本タングステン株式会社及び連結子会社の
平成２３年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適
正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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